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NICT プロジェク トを終えて

元ATR適応コミュニケーション研究所所長

現日本デー タ通信協会

ATR波動工学研究所客員研究員
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3 年 3  ヶ月のNICT民間基盤技術研究促進制度受言t課題  「自律分散型無線ネッ  ト ヮー クの研究開
発」 が、今春 3月 3 1日を持つて終了した。  こ の プ ロ ジ ェ ク ト は 、 途 中打 ち切 り と な っ た K Tcプロ
ジ ェ ク ト  「環境適応通信の研究」 の研究課題の中か ら 、 無線 ア ド ホ ッ ク ネ ッ ト ワー ク (以下、 ア
ド ホ ッ ク N W )  を取り上げて中心課題に据え、  デ バ イ ス か ら ネ ッ ト ワー クまで同課題に対する基

盤となる技術の構築を目的に発足した。

プ ロ ジ ェ ク ト 開始当初は 、  ア ド ホ ッ ク Nwの研究は米国を中心にセンサー ネ ッ ト ワー クの話題
等と共に隆盛になり始めた時期で、  それに特化した国際会議が開催され始めてからまだ間もない

と い う 状況であった 。

大学を中心にシ ミ ュ レー シ ョ ン 研究が大勢 を占めてい たが 、 無線ネ ッ ト ワ ー クに特有の干渉、

マルチパスの問題をシ ミ ュ レー シ ョ ン で解決す るには限界があ り 、 本 プ ロ ジ ェ ク ト で は 、  テ ス ト

ベッ ドによる実証実験を中心に技術課題を明らかにするこ とに重点を置いた。  特に、  当所で独自

に開発した小型簡易指向性可変アンテナ、  エ ス パ ア ン テ ナ を 用 い た シ ス テ ム に よ る 実 証 を プ ロ ジ

ェ ク ト の大きな柱の一つと した 。指向性アンテナは 、  ア ド ホ ッ ク Nwの鍵 とな る技術 と し て注目
さ れ て い る が 、  実験例は、  現在でも軍関連で僅かに報告されているのみである 。

指向性アンテナを取り入れたシステム試作には、  物 理 層 か ら ネ ッ ト ワー ク層まで横断的な技術

を必要とし、  ま た 、 対 メ ー カ折衝のよ うないわば泥臭い業務に取られる時間が多くな り 、論文へ
の結びっき も少ないこ とが予想され 、  さ らに試作費もかさみ 、方向を定めるまで研究体制をめぐ

り苦心した。プロジェク ト後半は、車車間通信応用を想定して研究を進め、昨秋のAT R研究発表
会で、  3 ホ ップでビデオ画像の伝送をデモできるまでに到達した。

ア ド ホ ッ ク N W に お い て 、  ノ ー ド 数 が多 く な っ た時のネ ッ ト ワー ク動作の解明も大きな技術課

題で あ る 。  理論グループが中心になり、  IEEE802 .1 1 b無線L A Nカ ー ドを装着した 4 0台以上の pc
と P D A 混 在 の大規模 ア ド ホ ッ ク Nwにおいて 、 ルーテ ィ ン グ プ ロ ト コ ル に改良 を加 え る こ と に よ
り 、高品質なV o I P ( V o i c e o v e r I P ) 通信を実現し、学会でも大きな注目を浴びた。

アンテナ研究では、  エスパアンテナの信号処理の工夫により数度以内の方向推定精度を実現し

た。  これは 、  ア ド ホ ッ ク N W に お け る 隣 接 ノ ー ドの位置同定にも有益な手法となる。  さ ら に 平 面

型エスパアンテナの実現や、  高速の指向性可変特性を活かした無線秘密鍵発生法等、 エスパアン

テナの特徴を活かした応用技術に成果を挙げると共に、  成果展開を活発に行つた。

デバ イ ス 研究では 、 光無線 ア ド ホ ッ ク Nw用光ビーム方向可変デバイスを目指し、G a A s基板を
用い た当所独自の M E M S 技 術 、 マ イ ク ロ オ リ ガ ミ 、  に よ り 、 マ イ ク ロ ミ ラ ーの集積化、電圧およ

び 光 に よ る ミ ラ ーの駆動に成功す る と 共 に 、 マ イ ク ロ ミ ラ ー と L E D 集積化プ ロ ト タ イ プデバ イ ス
の作製にも成功した。

ア ド ホ ッ ク N W の キ ラ ー ア プ リ ケー シ ョ ンは 、必ず し も見えていないが 、  ア ド ホ ッ ク Nwの成
果展開を加速させるため 、春野社長の進言もあ り 、当社技術 リェソ 'ンセン夕と協力し 、産官学か
ら な る ア ド ホ ッ ク N W コ ン ソ ー シアムを2 0 0 3年暮れに設立した。目的は、参加メンバーが連携し、

大 規 模 な ア ド ホ ッ ク Nw実験を実施し、  ア ド ホ ッ ク Nw を 用 い て ど の よ う な ァ プ リ ケー シ ョ ン が
可能かを実験的に確かめ る こ と に あ る 。 参加 メ ンバーは、企業 1 4社を含む 2 5会員 となっている 。

こ れ ま で 、 実験 を Y R P ( 5 0 ノ ー ド ) 及び新潟大学 ( 7 0 ノ ー ド)  で実施すると共に、  ワー ク シ ョ ッ
プを 2回開催してお り 、活発な展開が期待される 。

近年、 ア ド ホ ッ ク N W は 、 ユ ビ キ 夕 ス 社 会 の 実 現 に 向 け た プ ラ ッ ト フ ォ ーム と し て も注日が高
ま っ て き て い る 。 本 プ ロ ジ ェ ク ト は 、  ア ド ホ ッ ク Nwの技術課題を物理層から上位層まで総合的
に研究開発を進めた 、世界的に見ても例の少ない 、先駆的なプロジェ ク トであ り 、当初の目標は

十分達し得たと総括している 。

プ ロ ジ ェ ク ト 終 了 に当 た り 、  これまで 、  ご指導、  ご協力をいただぃた関係者の皆様に心から感
謝を申し上げます。
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アドホックネッ ト ワークに期待する

新潟大学工学部情報工学科教授

間 瀬  憲一

こ こ 数 年 の ア ド ホ ッ ク ネ ッ  ト ワー クの研究開発活性化には目を見張るものがあります。  ア ド ホ

ッ ク ネ ッ ト ワー ク を メ イ ン テーマとする国際会議、  ワー ク シ ョ ッ プなどが続々 と誕生し 、内外の

学会誌などでの特集も急増しています 。  イ ン タ ー ネ ッ ト 技術の標準化組織であ る I E T F 、 無線

L A N 、 M A N 技術の標準化を行 う I E E E 8 0 2 な ど でア ド ホ ッ ク ネ ッ ト ワー ク関連の作業グルー プも

次々と誕生し、活発に活動しています。電話は距離の限界を克服し、 I Tは メディアの限界を克服

し ま し た 。 ア ド ホ ッ ク ネ ッ ト ワー クは接続の限界を克服する技術でありュ ビキタスに要の技術と
考え て い ま す 。 こ れ は 『 置 け ばっながる 』  と い う こ と で あ り 、 U P n P 、  J i n i の よ う な 『 つ ながれば

使える 』  コ ンセプ ト ・ 技 術 と 融 合 ・ 進 化 す る こ と に よ り  『 置けば使える 』世界が実現するこ とを

意味します。 “Plug and P l a y ” な ら ぬ “place and play” で す 。 近 年 の ア ド ホ ッ ク ネ ッ ト ワー ク研究

開発の活況を短期的なブームのよ うに見る向き もあ り ますが 、組み込みコンピ ュ一夕 、微小セン

サ一端末などが身の回りに増えて人口の 1 0倍 、 1 0 0 倍にもな り 、モ ノ とモ ノが通信するユビキタ

ス社会を想像する と き 、 『 置けばっなが り使える 』技術の発展 ・進化は必然のこ と と思われます 。

そ し て イ ン フ ラ が な く と も  『置けばっな が る 』 の 前提 と し て オ ール無線と、  自律分散は不可欠で

あ り こ れ が ア ド ホ ッ ク ネ ッ ト ワー クの本質であろ う と思います。

新潟県には 『 雁木 ( が ん ぎ ) 』  とい う伝統的な建築様式があります。各戸が通りに面した側に

屋根を張 り出 し 、 それがっながってアーケー ド の よ う になった ものです 。大雪になって も通路や

コ ミ ュ ニ テ ィ を確保す るための知惠 ・ 風習です。江戸時代、豪雪で知られる高田が発祥の地で、

雁がっながった形を連想させるため 、  この名があるそ うです。  各戸が自分の敷地や費用を負担す

る ボ ラ ン テ ィ ア に よ っ て 、 公共的な設備を作 り 上げ る と い う の は なか なか優れた ア イデ イ ア で あ

ったと思います。

さ て 、 私 は ア ド ホ ッ ク ネ ッ ト ワー ク に よ り 通 信 や ネ ッ ト ワー ク の 世 界 で も こ の よ う な こ と が 今

後実現するかも しれな ぃ と考えています 。 いわば 、  『 ネ ッ ト ワー ク 社会におけ る雁木 』 です 。電

話に代表される通信サー ビ ス を 実現す る ネ ッ ト ワー クは通信事業者などの専門家が構築し、  その

サー ビスを 『加入者』  とい うぉ客様に提供するのが何十年の間、変わらぬ常識でした。通信サー

ビスが規制の対象であり、通信設備や装置が高価であり、  ネ ッ ト ワー ク作りに特別のスキルが必

要だ っ た こ と な ど が背景に あ り ま し ょ う 。

ア ド ホ ッ ク ネ ッ ト ワー ク は ノ ー ド を置けばっ な が る こ と に よ り 特 別 な ス キ ル を も た ず と も ネ ッ

ト ワー ク を 構築 ・ 運用す る こ と が 可能です 。 言 わば 『 ネ ッ ト ワー クの家電化 』です 。  こ の よ う な

変 化 は ネ ッ ト ワ ー ク の 構 築 ・ 運 用 に 新 た な パ ラ ダ イ ム を も た ら す の で は な い で し ょ う か ? 例 え

ば、 ネ ッ ト ワー ク の 利用者が自 ら ネ ッ ト ワー ク を 構築 し た り 、  ネ ッ ト ワー クの設備を自主的に提

供 し 、 そ れ ら の ネ ッ ト ワー ク設備が無線によ り自動的に接続され 、地域社会で活用される といっ

た こ と も 考 え ら れ る と 思 い ま す 。  こ の よ う な ネ ッ ト ワー ク は 『 ボ ラ ン タ リ ー ・ ネ ッ ト ワー ク 』  と
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呼べるで し ょ  う 。  具 体 的 な イ メ ージは、 各戸が玄関先に無線LANのアクセスポイン  ト み たいな も

のを置 く と 、 それらが自動的に無線で相互接続され 、地域ネッ ト ワー ク が 出来上が る と い う も の

で あ り 、  ま さ に 現代 の雁木 と 言 え ま し ょ う 。 こ の よ う な ネ ッ ト ワー クは 、地域における イン夕一

ネ ッ ト ・ ブロー ドバンドアクセスの促進、新たなビジネスモデルやサー ビス創造に役立つと共に、

安全で快適な地域社会の実現や地域経済の活性化に寄与する可能性があり ます。

昨年来、国内では新潟県中越地震、福井県の洪水、海外ではスマトラ沖の地震、それによる津

波など多くの大規模自然災害が発生しています。  その中で、 災害発生から1 0数時間、  あるいは数

日にわたって切迫した被害状況がわからず被災者の救出が遅れる といった問題も顕在化しま し

た。また、伝送路切断、バッテリ切れ、異常車富轅と規制などの要因により 、電話、携帯電話がほ

とんど役に立たない場合があるなどの問題も再認識されました。  このよ うな大規模災害時には臨

時通信システムの構築 ・ 運用も必要になりますが、  時間と場所を選ばない自然災害に電気通信事

業者や専門家だけで万全の備えをするのは困難です 。ア ドホ ッ クネ ッ ト ワー ク は 本 来 、 イ ン フ ラ

が利用で き ない場合の即時ネ ッ ト ワー ク構築技術であり、  災害時の通信確保に有力な手段になる

と考え られます 。  具体的には被災者 ・ 遭難者が救助を求める手段として、  救助隊員間の通信手段

と し ての利用はもちろんですが 、公衆網 とのゲー ト ゥ ェ イ 機 能 を 持 たせ る こ と に よ り 、 被 災地 と

外部を結ぶ通信ライフ ラ インを実現する手段と して も期待されます 。  また、  電気通信事業者だけ

でな く 、 被災者 、 ボ ラ ン テ ィ ア 、 電車 、 バ ス な どの公共交通機関 、市町村な ど あ ら ゆ る個人 、組

織 が 連携 し て ネ ッ ト ワー ク作りと運用に参加する可能性をもたらします。今後、大規模災害時の

ア ド ホ ッ ク ネ ッ ト ワー ク技術の活用に向けて本格的な取り組みが必要と考えています。

A T R 研 究 所 は ア ド ホ ッ ク ネ ッ ト ワー ク に関連 し て物理層か ら ネ ッ ト ワー ク層まで先進的な研究

実 績 を 有 し ア ド ホ ッ ク ネ ッ ト ワー ク プ ラ ッ ト フ ォ ーム に 関 す る コ ン ソ ー シアムの活動でも主導的

な役割を果たしています。今後はさらにA T Rの総合力を生かしァプリケー シ ョ ン 、 セ キ ュ リ テ ィ 、

社 会への受容性まで含めた幅広く戦略的な研究開発の推進と我が国のアドホッ クネッ ト ワー ク 研

究を牽引する役割を期待しています。
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大規模アドホックネットワークの

実現に向I1'て

1. はじめに
ア ド ホ ッ ク ネ ッ ト ワー クは複数の端末が互いに

中継す る こ と に よ り デ 一夕伝送 を実現 し 、 携帯電

話の基地局や無線 L A N の ア クセ スポ イ ン ト の よ う

な既存の通信イ ン フ ラが存在 しない環境において

も、 遠隔の端末同士が通信可能となる技術です。

ア ド ホ ッ ク ネ ッ ト ワー ク に は 、 防 災 ・ 防犯 ・ 災

害 時 対 策 、 環 境 ・ エネルギ一対策、 さ ら に は 高 齢
者介護 ・ 医 療 で の応用 な ど 多 く の ア プ リ ケー シ ョ

ンが期待 されてい ます 。  また 、  私たちの日常生活

を よ り 便 利 - l 央適にするための手段としての利用
も注目されています。  例えば、  会議中でのPc間の
フ ァ イ ル 交換 、 仲 間 ど う し で の 対戦 ゲー ム 、 I P 電

話 (vo I P ) や ピ ア ・ ツ ー ・ ピア ( P 2 P ) の新しぃサ
ー ビス、街角宣伝などへの応用などがあります。
こ れ ら ア プ リ ケ ー シ ョ ン を 実 現す る た め に は 、

数百 ・ 数千の端末 ( Pcのみな ら ず 、 ケー タ イ 、 情
報 家 電 、 ゲー ム 機 、 車 載機 、 セ ン サ 等 も こ こ で は

「端末」 と 呼 ぶ こ と に し ま す ) か ら な る 大 規 模 な ァ
ド ホ ッ ク ネ ッ ト ワー クの構築、運用技術が必須と

な り ま す 。  し か し な が ら こ の よ う な 大 規 模 ネ ッ ト

a ) 小 規 模

ATR適応コミュニケー ション研究所

PeterDavis、門脇 直人、小花 貞夫

ワー ク環境では、  端末の移動や電波環境の変動な

ど に よ り 、 周 囲 の ノ ー ド との通信が不安定になる

と と も に 、  そ の 影 響 が ネ ッ ト ワ ー ク 内に広が り ネ

ッ ト ワー ク全体の動作が不安定になる と言われて

います 。  こ の よ う な 問題に対 し て 、  こ れ ま で 、  シ

ミ ュ レー シ ョン等による机上検討や少数の端末を

使 つ た 小 規 模 ネ ッ ト ワ ー ク 実 験 に よ る 現 象 解 明 ・

対策技術の検討が行われ て き ま し た が 、 実 フ イ ー

ル ド に お け る 大 規 模 ネ ッ ト ワ ー クの振舞いは十分

には明らかにされていません。

A T R で は 、 大 規 模 な ア ド ホ ッ ク ネ ッ ト ワ ー ク を

構築 ・ 運用するための さ まざ まな課題を解決する

ための研究開発を行つてきてお り 、以下にその内

容を紹介します。

2. 大規模ア ド ホ ッ ク ネ ッ  ト ワークの実現の

技術課題と解決方法

実 用 的 な 大 規 模 ア ド ホ ッ ク ネ ッ ト ワー ク を 実現

するために様々な工夫が必要ですが、  こ こ で は い

くっかの例を紹介します。

図 1  ア ド ホ ッ ク ネ ッ  ト ワー クの規模

b ) 大 規 模
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2.1 複数のレイヤにおける自律制御

ア ド ホ ッ ク ネ ッ ト ワー クでは中央集権的な制御

が な い た め に 、  それぞれの端末が、  他の端末と協

調 し て 、  自分自身で ( 自 律的に ) 制 御 を 行 う 必要

が あ り ま す 。 ひ と っ の 端 末 内 で あ っ て も 、 図 2 に

示すぃろい ろ な レ イ ヤでそれぞれ自律的な制御を

実行します。例えば、  ア プ リ ケー シ ョ ン の レ イ ヤ

では 、  ア ク セ ス し た い コ ン テ ン ツ や サー ビスを提

供 す る ア プ リ ケ ー シ ョンの相手先を発見する制御

を行います。通信の経路を選択する  (ルー テ ィ ン

グ )  レイヤでは、  ア プ リ ケー シ ョ ン で 決 め ら れ た

宛先に 、 複数の端末 を経由 し て パ ケ ッ ト を 送 り 届

ける端末中継機能を実現します。  また 、  無線通信

の レ イ ヤ  ( W L A N レイヤ )  では、無線の送受信の

制御を行います 。 こ こでは 、例えば 、 a )  どの無線

周波数で送信すべきか、b )  周囲端末の送信とぶつ

か ら ない よ う に どの夕 イ ミ ン グ で送信す るか 、 c ) パ

ケ ッ ト が 無 事 に 受 信 さ れ た と ぃ う 合 図 ( AcK )  を
送信先から返信されたかを確認し 、  返信 され な ぃ

場合に も う 一 度送信す る な ど の制御 を行い ま す 。

これらの複数のレイヤにおける自律制御は協調し

て動作します。

2.2 安定な通信の実現

端 末 の 数 が 多 い ア ド ホ ッ ク ネ ッ ト ヮ ー ク や 、 勝

手に移動する端末同士の通信では、  電波の遮断や

信
号

強
度

A

干渉がさけ られない場合が多  く 通信が頻繁に切れ

る こ と が あ り ま す 。 た く さ ん の中継端末が周辺に

存在 していればどれかが安定な中継を し て く れ る

こ と が期待できますが 、  どの端末に中継を依頼す

る か を う ま く 選択す る こ と が安定な通信を確保す

る た めの鍵 と な り ま す 。  し か し 、 位 置 と 条件に よ

っ て パ ケ ッ ト が 届 い た り 届 か な か っ た り す る こ と

が中継端末選択の判断を難し く しています 。  A T R

では、  この間題を克服する対策 と して 、  隣接する

端末との通信品質の時間変動を監視するこ とによ

り 、  安定な通信が行える中継端末を選択するルー

チング方式を開発しま した 。  図 3 に その例 を示 し

ます。  端 末 C に お け る 端 末 A か ら の 信 号 の 強 さ

(レベル) が不安定な場合、 端末Aは直接端末cに

図 2  複数のレイヤにおける自律制御

ノードBでのノードAからの受信

- 時間 -
信

号
強
度

●

ノードCでのノードAからの受信

一 時間 一 '・

図 3  信号強度を考慮した端末中継方式

AITR Journa1 53号 SPRING 2005 5

〇

〇

〇

〇



〇

〇

〇

〇

パ ケ ッ ト を 送 信 す る 代 わ り に 、  端末 B を 経由 し て

端末cに送 り ます 。  こ れ ま で 、  中継端末の数がも
っ と も 少 な ぃ 経 路 を 選 ぶ こ と が よ い と さ れ て き ま

し たが 、良い品質 、安定 した経路を選択する こ と

が重要です。 い う な れば 、 「急がばまわれ」 です。

2.3 ダイナミ ッ クな安定性の維持

も う 一つの重要な課題はネ ッ ト ワ ー ク全体の安

定性の問題です。 例えば、  上記の経路選択の例で

は 経 路 切 り 替 え の タ イ ミ ン グ が 遅 れ る と ネ ッ ト ワ

ー ク 全 体 が 不 安 定 に な り ま す 。 ア ド ホ ッ ク ネ ッ ト

ワー クでは各端末が行つている制御が自律的でし

かも複雑です。  自律的に実行する複数のプロ ト コ

ルに従いながら周囲の端末と相互作用をし 、  さ ら

46
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35

30

2-

20

-5

10

5

あ
る
端
末
か
ら
見
た

接
続
端
末
数

見える端素裁;lllf
少ない・不安定

1-一、
購の端素t見:iない .'
, _ 一一 、

0 a0 ‘100 的0 800 1000

時間(seo)

a)安定イヒ前の接続数の時間変動

に レ イ ヤ間でのや り 取 り も あ り ま す 。  周囲の端末

の移動やニー ズの変化に応じて、  接続の種類や経

路を逐次変化させる必要もあ ります。周囲の端末

の状態を一致させる必要があり 、  それを集中的に

制御す る  「神様」 がいないため 、  内外の環境の変
動に十分対応で き な く 不安定にな り ゃす く な り ま

す 。 従 来 、 大 き な ネ ッ ト ワー ク を 実現で き な か っ

た理由はこ こにあ り ます 。  A T Rはこの問題に対応

す る た め に 、  ネ ッ ト ワー クの安定性を考慮した経

路更新のタ イ ミ ング制御法などを開発しま した 。

3. 実証実験

上記の技術の効果を実証するために、  多数の端

末 数 か ら な る ア ド ホ ッ ク ネ ッ ト ワ ー ク を 構 築 し 、

的

40

a5

30

2--

20

15

10

5

0

接
続

端
末

数

合計
, , , , , n , n , ,,,l,,,, . , _ ,, . i ,

- 1l 二1:- -1- -' jiilf'

1 -,1-; 、 ,-1キ書結ま?
,1/

I l
・ l 1 1 l 1 l ll l 1・l l i l l ・ l _ ・ l l l
0 200 的0 600 a的 10ll0・

時間(sec)

b )安定化後の接続数の時間変動

図 4  大 規 模 な ァ ド ホ ッ ク ネ ッ  ト ワ ー クの安定化の例

(a) 隣接端末、  中継端末、  マルチホップ通信経路などを

示す監視画面

70

60

50

40

30

20

10

接
続
端
末
数

100 200 300 如0  500 600 700

時間〔秒)

( b )  接続状況を示す接続端末数の時間変動

図 5  新潟大学構内での大規模屋外ア ド ホ ッ ク ネ ッ  ト ワー ク実験
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実証実験を行つて き ま し た 。  A T Rの社屋内では、

常的な利用を目的に 、  5 0 台以上の Pcや P D A か ら
な る 屋 内 ネ ッ ト ワー ク を実現しま した 。  A T Rの屋

内実験では、  特に低 ロ ス  ・ 低遅延の通信特性を必

要 とす る音声通信の実現を目標 と し ま し た 。前節

で紹介したA T R独自の経路選択や切り替えのタイ

ミ ン グ 制 御 方 式 な ど を 適 用 す る こ と に よ っ て 、 端

末 を 2 ̃ 4 回 中 継 し て 通 信 し た  ( 無 線 区 間 が 3 ̃ 5

ホ ッ プ ) 場 合 で も 、 パ ケ ッ ト ロ ス が 数 パーセ ン ト 、

遅延が 1 0 ミ リ 秒以下の優れた特性を実現し 、  高品

質 な I P 電 話 (sI P-vo I P ) が 利 用 で き る こ と を 実 証
しました 。

ま た 、 新潟大学構内で も 、 A T R が コ ア メ ン バ で

あ り 事務局 を っ と め る  「ア ド ホ ッ ク ネ ッ ト ワ ー
ク ・ プ ラ ッ ト フ ォ ー ム に 関 す る コ ン ソ ー シ ア ム

(委員長新潟大学間瀬憲一教授)」  と協力して 、 7 0

ノ ー ド 以上の大規模な野外ネ ッ ト ワ ー クの実験に

成功しま した  ( 2 0 0 5年 3月 ) 。図 5に、新潟大学構

内での実証実験における、  a)  端末間の通信状況と

b )  接続端末数など接続状況の時間変動の例を示し

ます。

4. ま と め

基 地 局 や ア ク セ ス ポ イ ン ト な ど の 通 信 イ ン フ ラ

を必要とせず 、端末同士が直接通信するア ドホ ッ

ク ネ ッ ト ワー クでは 、端末がそれぞれ自律的に通

信の制御を行 う必要があ り ます 。従来のネ ッ ト ヮ

ー ク 制 御 ・ 運 用 技 術 で は 大 規 模 な ァ ド ホ ッ ク ネ ッ

ト ワー クの実現は困難でした。  A T R が開発したア

ド ホ ッ ク ネ ッ ト ワー ク制御技術によ り 、 大規模か

つ 安 定 な ア ド ホ ッ ク ネ ッ ト ワー クの実現が可能と

な り 、 実 用的な利用への道 を開 く こ と が で き ま し

た。  今後の新しぃ通信の形態を支える基盤技術と

して大いに期待できます。

参考文献

[1] J .Ha s e g aw a , S . I t a y a ,A .Ha s e g aw a , P .Da v i s , S .T a n a k a ,,

N. Ka d ow a k i , S .〇b a n a ,  “Vo IP  Communicat ion over a

1arge ad-hoc network” ,First Ad-hoc Network Workshop,,

IE ICE,2005,pp. 8 9-92.
[ 2 ] P . D a v i s , S . I t a y a ,  J . H a s e g a w a , A . H a s e g a w a , N .

K a d o w a k i , S . 〇 b a n a ,  “La r g e  sca le  a d  ho c  w i r e l e s s

networks” ,Techn ica lReport  of IEICE SignalProcessing

Society, S IP2004-148,2005,pp.49-52.
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アドホックネットワーク技術を用いた

自動車の安全運転支援

1. IT Sと車車間通信
カ ー ル ベ ン ツ に よ り ガ ソ リ ン 自 動 車 が 発 明 さ れ

てか ら 1 0 0 年以上が経過し 、今日 、  自動車は日常

生活 に な く て は な ら な い も の に な っ て い ま す 。  し
か し な が ら 、 交 通事故に よ る 死傷 、 渋滞に よ る 時

間の損失や環境汚染など といった問題は根本的な

解決方法を見い出せないまま現在に至つています 。

これに対して 、  コンピュ一夕の小型化、高速化、

省電力化、 G P S ( 全地球測位システム )  に よ る ナ

ビ ゲー シ ョ ン シ ス テ ム や 3 G 携 帯 電話 、 無 線 L A N

な ど の新 し ぃ 無線通信 メ デ ィ ア の普及に見 られ る

よ う に 、 情報通信分野の技術発展は著 し く 、  こ れ

ら を 活 用 し た 統 合的 な ア プ ローチ で現在の自動車

交通における さ ま ざ まな間題の解決を目指す I T S

(高度道路交通システム)  が国家的規模で精力的に

取 り組まれています [ ' ]。 (図1参照)
I Ts関連の機器 と し ては 、  カ ーナビ、 vIcs ( 道
路交通情報通信システム ) 、  ETC  (自動料金支払い

シ ス テ ム ) が 身 近 に 普 及 し た も の と し て よ く 知 ら

れています。  こ れ ら は 、  快適な運転支援を行 う も

の で あ る と 同 時 に 、 渋 滞 を 軽 減 す る こ と に よ り 、

c〇2の排気量を抑制し環境汚染を軽減する効果があ

ります。

一方、  自動車事故による死者の数は、  この数年

で 、年間 1万人から 7 0 0 0 人程度に減つたとはいえ

まだまだ多 く 、抜本的な対策が必要な状況です 。

こ の た め 、 様々 な対策が講 じ ら れ て き て い ま す 。

例えば 、  シー ト ベ ル ト 、 エ ア バ ッ グ や A B S ''''が 普
及しています。  また、  高級車には、  先行する車 と

の車間距離をレー ダ に よ り 計 測 し 、 先 行 車 が 急 ブ

ITS

図 1 IT S  (高度道路交通システム)  とその目的

安全性の向上
輸送効率の向上
快適性の向上
環境の改善
新たな産業の創出

目的

ATR適応コ ミ ュニケー ション研究所

小花 貞夫、岩井  誠人、渡辺  正浩

レー キ を か け る 等 に よ  り急激に距離が縮まった場
合には、  自車にブレー キ を か け る 機能 も 装備 さ れ

る よ う に な っ て き ま し た 。

し か し なが ら 、  こ れ ら は 、  自分の車だけで講じ

ら れ る 対策で あ り 、  対応できる範囲には限界があ

り ま す 。 そ こ で 、 考 え ら れ て い る の が 、 車 同 士 が

直接通信 (車車間通信 )  を行い 、お互いの存在を

認 識 す る こ と に よ り 、 見 通 し の 悪 い カ ーブや交差

点での出会い頭の衝突防止に役立てよ う と い う研

究開発が産学官で進められています'2'-'4J。
A T R で も 、  N IcT民間基盤技術研究促進制度の研
究受託 「自律分散型無線ネ ッ ト ワー クの研究開発」
の一環 と し て 、  携帯電話の基地局や無線L A Nのア

ク セ ス ポ イ ン ト の よ う な イ ン フ ラ を 必 要 と せ ず に 、

端末間で直接通信を可能 とす る無線ア ド ホ ッ ク 通

信技術による車車間通信システムの研究を行つて

き ま し た 。 こ こ では 、  こ れ にっいて紹介します。

2. 車車間通信におけるマルチホップ通信の必
要性
車同士が通信する場合に、  直接通信できる相手

と だ け 通 信す る 場 合 ( シ ン グ ル ホ ッ プ 通 信 と 言 い

ます)  と 、  他の車が中継して直接電波の届かなぃ

と こ ろ に い る 車 と も 通 信 で き る よ う に す る 場 合

( マ ルチホ ップ通信 と言います ) が あ り ます 。特に

後者の場合、直接見えない、  よ り 遠 く の交通状況

や交差点等で合流する道路の状況が予めわかるの

で事故防止には大きく貢献できると考えられます。

ア ド ホ ッ ク ネ ッ ト ワー クは 、  こ の よ う な マ ル チ ホ

ップ通信の機能を提供します。 (図 2参照 )

3. ア ド ホ ッ ク ネ ッ  ト ワークに基づく車車間通
信実験システム
今回、  交差点等で合流する道路の状況を監視す

る ビ デ オ カ メ ラ の 情報 を交差す る道路側の車に リ

ア ル夕 イ ム に 無線 で配信 し 、  ま た 、  こ の 情 報 が 、

' ABS  (Anti1ock Brake System) : 雨や凍結などで滑りや
す く な った路面で急ブレー キ を か け た と き 、  車 輪 が

ロ ッ ク し な ぃ よ う に 制 動 を か け た り 、 緩 め た り す る

制御を行い、  素早く安定して車両を停止させる機能。
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マルチホップ通信により
見通しの効かない道路の
交通情報を入手可能。

章線変更
書告

右折車
停止中

交差点
ビデオ映像

lーマー,=ッ通一 一1
1 による情報伝達
1 _.__ _ _ _ _ 」

【i=i>

交差
進入

・交差点での出

図 2  マルチホップ通信を用いた車車間通信による事故防止の例

さ ら に 後 続 の 車 に 中 継 す る こ と に よ り 、  運転者が

次の交差点で合流して く る車の存在をぃち早 く ヵ

ーナビ等の画面で見る といった利用シー ンを想定

して 、課題の抽出と解決を図りました 。

こ の よ う な 利 用 シー ンでは 、車が移動す るため

通信 を中継す る車が頻繁に変わ る と と も に 、 電波

の伝搬情況も大き く変化 し ます 。  こ の よ う 場 合 、

安定した通信ができる通信経路を常に維持するた

めの工夫が必要 と な り ま す 。 そ こ で 、 A T R で は 、

A T Rが開発した指向性ビーム ア ン テ ナ  ( E S PARア

ンテナ [5] ) を用いて中継する車の位置を把握し、  さ

らに電波の強さ等の伝搬状況を考慮して、  最 も 性

能 ( 高 い ス ルー プ ッ ト や 低 い 誤 り 率 ) が 発 揮 で き

る通信経路を常に選択する適応的ルー テ ィ ン グ の

方式を考案しました '6]。 ま た 、 実験シ ス テ ム を開発
し、  実証実験を通して方式の有効性を確認しまし

た [ 7 ]。 ( 図 3参照 )  なお 、実験では 、車車間の無線
方式として、 2 . 4 G H z帯無線L A Nの国際標準として

広く普及している I E E E 8 0 2. 1 1 g を使用しました。

上記のよ うに車々間でマルチホップ通信ができ

る よ う に な る と 、 前 方 の数台前の車が急ブ レーキ

を か け た こ と が わかれば 、  早めにブレー キ操作の

準備ができるので追突事故の低減にも大き く貢献

す る で し ょ う 。  さ ら に 、 車 線変更 を し た い 旨 を 並

行して走る車に伝えた り 、  また、障害物、事故車、

駐停車中の車が前方にある こ と を後続車に伝えた

り す る こ と も安全運転に役立ちます 。安全からは

外れますが 、前方で 「ねずみ捕り」  を や っ て い る
こ と も早めにわかる と嬉し ぃかも しれません 。

4. 今後の展開
これまでの研究で、  ア ド ホ ッ ク ネ ッ ト ワー ク 技

術による車車間通信が車の安全運転に大き く寄与

で き る こ と を 実 証 ・ 確認し ま し た 。  し か し 、 安全

を 確 実 に す る た め に は 、 い く ら 備 え て も 備 え す ぎ

る と ぃ う こ と は あ り ま せ ん 。 特 に 、 高 速 で 移 動 す

る車同士が、  よ り 高 速 に 、  よ り 確 実 に し か も よ り

ESPARアンテナとIEEE802.11gべ
の無線LANモジュール
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図 3  ア ド ホ ッ ク ネ ッ  ト ワー クに基づく車車間通信実験システム

安全に情報を交換で き る よ う にす る ためには 、  さ

らに解決すべき技術課題も多々あります。  A T R で

は、今後と もそれらの課題に取り組んでいきます 。
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自律分散型無線ネットワークのためのエスパ
アンテナのリアクタンス ドメイン信号処理

1. 自律分散型ネッ  ト ワーク とェスパアンテナ
無線基地局や ア ク セ ス ポ イ ン ト を 必 要 と し な い

自律分散型無線ネ ッ ト ワ ー ク に お い て 、 無 線 リ ソ

ー ス の 管理は重要 な課題 と な り ま す 。 特 に 無線

L A N に 基づ く マルチホ ッ プ接続網では 、無線 リ ン

ク 確立過程のキ ャ リ ア セ ン ス に よ っ て近隣の無線

端末は実際に通信できない 「さ ら さ れ 端 末」 の状
態 と な り 、  その結果全体のスルー プ ッ ト が 低 下 す

る現象が起こ り ます 。無線端末のアンテナが適応

的に指向性ビー ムを形成する機能や可変指向性機

能を備えていれば、  「さ ら さ れ 端 末」 間題は大幅に
回 避 で き る と 考 え ら れ ま す 。  さ ら に 、 可 変 指 向 性

ア ン テ ナは ビー ムを絞つて電波を送受信するため

通信距離の拡大や周波数有効利用、  マルチパスフ

ェージングの軽減等の利点もあ り ます 。可変指向

性 ア ン テ ナ と し て ア ダ プ テ ィ ブ ア レー ア ン テ ナ や

フ ェ ー ズ ド ア レー ア ン テ ナ が広 く 知 ら れ て い ま す

が、 消費電力や回路規模、  コ ス ト等の面から無線
端末への搭載は積極的には進んでいません。

そ こ で A T R で は 、  無線端末用可変指向性アンテ

ナとして電子走査導波器アレー ア ン テ ナ  (以降、

エスパアンテナ )  を提案し、様々な用途への実用

化に向けた研究開発を進めてきました [ ''- [3]。 図 1 は

図 1  試作したェスパアンテナ
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自律分散型無線ネッ  ト ワー ク用に試作したェ スパ
アンテナです 。  エ ス パ ア ン テ ナ は 図 2 の よ う に 中

心に給電素子、  その周辺に無給電素子を接近させ

て配置し 、  素子間相互結合によって指向性ビー ム

を形成する空間結合型アレー アンテナです。  無給

電素子 に 装 荷 さ れ た バ ラ ク 夕 ダ イ オ ー ドの印加電

圧を制御し 、  リ ア ク タ ン ス を 変化 さ せ て指向性 を

可変にします ' ' ] , [ 4 '。 給電が 1 ポー ト の みで あ る ため
低 コ ス ト ・ 低消費電力で可変指向性を実現できる

と い う 特 長 が あ り ま す 。 一方で 、 受信信号が 1 ポ

ー ト に 限 ら れ る た め 制御 が難 し い と ぃ う 課 題 も あ

り ま し た が 、 近 年 リ ア ク タ ン ス ド メ イ ン 信 号 処 理

を提案し、  ビー ム を 切 り 替 え て 受 信す る こ と に よ

ってDBF (D i g i t a l B e am f o rm i n g )  ァレー と同様の信
号処理がェ ス パ ア ン テ ナ に適用 で き る よ う に な り
つつあ ります 。

2. リ ア ク タ ン ス ド メ イ ン信号処理
リ ア ク 夕 ン ス ド メ イ ン 信 号 処理 ( 以 降 、 R D 信 号

処理) は同一の到来信号系列に対してビー ム を 切

り 替 え て受信する こ と に よ っ て 、 複数の受信信号

系列を取得する技術です。  リ ア ク 夕 ン ス ダ イ バー

シ チ や リ ア ク 夕 ン ス ド メ イ ン 空 間 相 関 、 高 分 解 能

電波到来方向推定等に利用できます。

output

図 2  7素子円形配列工スパアンテナ



2.1 リ ァ ク タ ン ス ダ イ パーシチ

マルチパス環境においてはフ ェ ー ジ ン グ に よ っ

て受信電界強度が落ち込む場所が発生しますが、

ダ イ バー シチは この フ ェ ー ジ ン グに よ る 受信品質

劣化を回避する手段として有効です。  ダ イ バー シ

チ と し て代表的な ものは 、複数のアンテナ素子を

離れ た 位置 に配置す る 空 間 ダ イ バー シチですが、

リ ア ク タ ン ス ダ イ バー シチは向きが異なるビー ム

を切 り替えて受信する指向性ダイバー シチの一種

です。

ま た各無給電素子の リ ア ク夕ン ス を変化 させ る

と ビー ム パ 夕 一 ン を 変 え る こ と が で き る た め 、  ビ

ー ム パ タ ー ン 間 の 相 関 が で き る だ け 低 く な る よ う

に リ ア ク タ ン ス を 調 節 し 、  ダ イ バー シチ効果を向

上 さ せ る こ と が 可能 です 。 給 電素子 1 本 と そ の 両

側に無給電素子2本を平面に配置すると 3素子平面

型 で コ ン パ ク ト な リ ア ク 夕 ン ス ダ イ バ、ー シチアン

テ ナ と な り ま す の で 、 無 線 端末用 ア ン テ ナ と し て

の用途のみならず 、薄型のデジ夕ルテレビ内蔵用

アンテナ と しての用途も注目されています一5'。
2.2 リ ァ ク タ ン ス ド メ イ ン 空 間相関

ア レー アンテナにおける空間相関は複数の送信

無線端末から到来する電波の分離識別度の指標と

な り ま す 。 ア ダ プ テ ィ ブ ア レー アンテナは各素子

の受信信号に適当な重み係数を掛け る こ と に よ っ

て干渉信号を抑圧して所望信号のみを出力するこ

と が で き ま す が 、  空間相関は重み係数を計算する

前に所望信号と干渉信号の分離可否が判定できま

す 。 エ ス パ ア ン テ ナ におい て も ビー ム を 切 り 替 え

て複数の受信信号 ( 以降 、受信信号べク トル )  を

取 得 す る こ と に よ っ て 空 間 相 関 を 計 算 す る こ と が

で き 、  こ れ を リ ア ク 夕 ン ス ド メ イ ン 空 間 相 関 ( 以

降 、  R D空間相関 )  と呼んでいます。  R D空間相関

は自律分散型無線ネ ッ ト ワー ク に お け る ェ スパア

ンテナの適応ビーム形成可否判定基準となります。

ま た 、  マルチパス環境における受信信号べク  ト

ルは送信側無線端末の位置によって変化する、  位

置の関数とな り ます 。予め屋内の送信無線端末位

置 と受信信号べ ク ト ル を対応 させた  「位置検出プ
ロ フ ァ イ ル」 を作成しておけば、実際の通信時に
屋内の送信無線端末が受信無線端末の見通し外に

位置 し て い て も 、  その位置が受信無線端末から認

識できるため 、送信無線端末の屋内位置検出手段

として利用可能です。

さ ら に 、  屋内マルチパス環境における受信信号

べ ク ト ル は 位 置 の 関 数 と な る こ と を 応 用 し て 、 受

信信号べク  トルを無線通信の盗聴防止のための秘

密鍵に利用する技術も開発されています [' ] , [ 6 ]。 こ れ
は、電波伝播の可逆性によ り正規送信端末と受信

無線端末間で共有でき る受信信号べク トルは 、異

なる位置に存在する盗聴無線端末では知 りえない

こ とを活用した技術です。

2 . 3  高分解能電波到来方向推定

ア レー アンテナは無線通信における周波数有効

利 用 の 用 途 の み な ら ず 、  電波到来方向  ( 以 降 、

D〇A : Direction-〇f -A r r i v a 1 ) 推定にも活用できま
す。  自律分散型無線 ネ ッ ト ワー ク に お い て 、 通 信

相手がどの方向に存在するかはルーテ ィ  ングの点

からも重要な情報です。前節で無線端末の屋内位

置検出にっいて述べましたが 、  この方法では予め

位置検出プロフ ァ イルが必要でした 。それに対し

て 、  DoA推定法ではそのような予備知識は必要あ
りません。

エスパアンテナの D〇 A推定法 と し て , 周波数ス

ム ー ジ ン グ に よ る 最 大 電 力 法 [ 7 ]や P P C C ( P o w e r

PatternCrossCorre lat ion)法 l81、 リ ア ク タ ン ス ド メ イ

ンM U S I C ( 以降 、 R D - M U S I C ) 法等が提案されて

います。最大電力法はビー ムを切 り替えて受信電

力が最大 と な る ビー ム方向を電波到来方向とみな

す方法であり 、 P Pcc法は各ビームの受信応答を方
位角ご と に配列 し た 「モー ド ベ ク ト ル」 と受信信
号べ ク ト ル と の相関係数が最大 と な る方向を電波

到来方向とする方法です。  R D -MUsIc法は受信信
号べク  ト ルの相関行列を固有値分解して得られる

雑音固有べ ク ト ル と モー ド ベ ク ト ル が 直交す る こ

と を利用した方法であ り 、受信信号に信号処理を

施 す こ と に よ っ て ビー ム 幅 よ り も 高 い 分解能 を 達

成しています。最大電力法、 P Pcc法 、 R D-MusIc
法の順に高分解能になりますが、  計算量も順に増

加しますので、  用途に応じて推定方法を選択する

必要があります。

また、  7素子円形配列エスパアンテナは六角形の

無給電素子の中心に給電素子が配置されているた

め 、 菱 形 の 平 行 移 動 を 1 組 取 り 出 す こ と が で き 、

空間平均法による相関波の到来方向推定が可能と

な り ま す 。  マルチパス環境における直接波と反射

波の到来方向をそれぞれ推定する こ と がで き る た

め 、  電波到来方向のみならず送信無線端末位置の

推定にも応用できる可能性があります。

3. むすび
エスパアンテナは可変指向性機能を有するシン

プルなアレー アンテナです 。  そのため民生機器へ
の導入に適しており 、様々な無線通信機器への搭
載に向けた設計 ・ 開発が進められています 。また 、

小型化や広帯域化、  高利得化など更なる性能向上

のための研究に取り組み、  自律分散型無線ネ ッ ト

ワー ク を形成す る付加価値の高いア ンテナ と し て

の実用化を目指しています。
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マイ クロデバイスの研究
一次世代の光電子素子をめざして一

1. はじめに
現 在 の 無 線 ネ ッ ト ワー ク は電波を使用 し た も の

が 主 流 で す が 、 電 波 を 使 つ た ネ ッ ト ワー クに比べ

て光無線ネ ッ ト ワー クは 、

1 . 安 全 :
カ ー テ ン 1 枚 で さ え ぎ る こ と が で き 、 周 囲へ

の情報の “ も れ ” を 容 易 に防げ る

2 . 安 心 :
他の機器 (心臓ペー ス メ ー カーなど )  に妨害

を与えなぃ

3 .  多チ ャ ン ネ ル :
隣接チャンネル間はもちろん同一チ ャ ン ネ ル

でも千渉の心配がなく、許認可も不要

4 . 高 速 ・ 大容量

等の利点を持つています。  こ のため 、  光無線ネッ

ト ワー ク は 次 世 代 の ネ ッ ト ワー ク と し て 期 待 さ れ

てお り 、 そのためのハー ド ウ ェ アの実現が求め ら

れています。

ハー ド ウ ェ アには 、信号伝送媒体の光ビー ム の

受光と発光の方向を通信相手の方に向けるビー ム

制御機能が要求されます。従来、  こ の よ う な 光 無

線 ネ ッ ト ワー ク用の光ビー ム制御機能は、半導体

レーザ一等の発光デバイスと機械的な駆動機構の

組み合わせで実現され、  実用的な方法として採用

さ れ て い ま し た 。  しかし 、装置の規模や消費電力

などが大き く応答速度も十分ではないため 、  モ バ

イル通信等の小型携帯端末には適さず、  し か も こ

の よ う な装置では製造工程が複雑で価格 も高 く な

る と い う 問 題 が あ り ま し た 。

こ の ため 、  微小機械技術を導入して光デバイス

の高性能化を図ろうとするM i c r o  Electro Mechanica1

S y s t e m ( M EM S )  の研究が活発化しており、  こ れ

ま で の と こ ろ 光 フ ァ イ バ一通信用光路切り替えス
イ ッ チ や投射型デ ィ ス プ レ イ 用光偏向デバ イ ス な

どの研究が主流です。  こ れ ら の研究においては si
に よ る M E Ms技術が用い られ てい ます 。  しかし、
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si で は 発光素子を作製す る こ と が困難であ る ため
受発光素子と鏡等のビー ム制御素子 とを集積化し

て 作製す る こ と が で き ず 、 装 置 の小型化 ・ 軽量化

および製造工程の簡略化による高信頼化、低価格

化を達成することは不可能です。

そ こ で 、 本 プ ロ ジ ェ ク ト で は 、  こ れ ま で A T R に

お い て 開 発 し て き た マ イ ク ロ オ リ ガ ミ  (化合物半

導体3次元構造の自動作製)  技術 [ ' ]を用いて 、  化合
物半導体で作られる受発光素子と鏡等のビー ム 制

御 素 子 と を 集 積 化 す る こ と を 念 頭 に お き な が ら 、

要素技術の確立、  具体的には設計技術、  作製技術、

駆動技術、  ならびに集積化技術にっいて研究を進

め ま し た 。

2. 主な成果

2.1 設計技術

マ イ ク ロ オ リ ガ ミ の 設 計 ツ ー ル と し て 、 機 械 解

析用一 ソ フ ト ゥ ェ ア A N S Y S と 光 学 解 析 ソ フ ト ゥ ェ

ア zE M Ax を導入し 、素子の設計を行いま した 。
実 験 に よ り 得 ら れ た 構 造 お よ び 機 械 的 特 性 と 、

A N S Y S に よ る シ ミ ュ レー シ ョ ン 結果 と は よ い一致

を示 し てお り 、 設計技術 を確立す る こ と が で き ま

した。光学的特性に関しても、 Z EM A X等を用いた

レ ト ロ リ フ レ ク 夕一 、方向性光検出器等の解析を

進め、 光学的設計技術も確立しました。

2.2 作製技術

基 本 素 子 と し て マ イ ク ロ ミ ラ ー、 レ ト ロ リ フ レ

ク タ ー、 マ イ ク ロ プ レー ト を 考 え 、 そ れ ら の 作 製

工程の確立、歩留ま りの向上を図 り ま した 。上述

の設計ツ ールを駆使し これまでに蓄積した作製プ

ロ セ ス に 関 す る ノ ウ ハ ウ を 利 用 す る こ と に よ り 、

所望の構造を再現性よく得る技術を確立しました。

さ ら に 、  本技術の広範囲な応用可能性を示すため

に 、谷折 りの構造だけでな く山折 り構造 も併せ持

つ素子の試作が可能であることも示しました '2]。



図 1  作製した素子の走査電子顕微鏡写真 (左 : 中央が45度の角度で立つマイク口プレー ト 。  その左は発光素子に電流を
供給するための電極。  発光素子自身はマイク口プレー トに隠れて見えない )  と集積化素子の模式図 (右 )

一方、  作製時の歩留ま りに関しては 、  ウ ェ ツ ト

エ ツチング後の乾燥過程で半導体薄膜が基板に貼

り っいて し ま う現象 と 、蝶番部分の膜厚の誤差が

歩 留 ま り に 影 響 を 与 え て い る こ と を 明 ら か に し 、

これらの問題の解決のためには、  前者に対しては

洗浄液を凍結乾燥する方法の採用、  後者に対して

は蝶番部分の精密膜厚制御が有効な対策である  こ

と を見出 し ま し た 。  ま た 、  デバイスの形状に認め

られた緩やかな湾曲が性能に対する制約になる こ

と が 懸 念 さ れ ま し た が 、 補 償 層 を 導 入す る こ と で

解決し応用の可能性を広げることができました。

さ ら に 、 マ イ ク ロ オ リ ガ ミ の 応 用 デ ノ 、、 イ ス と し

て 、  4 象限光検出器 とマ イ ク ロ プ レー ト と を 集 積

化した方向性光検出器を考案し、  その設計と試作

を進めました 。 4 枚のマイ ク ロプレー ト を歩留まり

良 く 基板に垂直に直立 させ る セル フ ロ ッ キ ン グ機

構を考案 し 、 所望の構造を試作する こ と がで き ま

した。

2.3 駆動技術

駆動方式と しては 、  静電、  光の 2方式を検討し

ました。

静電方式では 、静電力によ り駆動するための電

極 等 を 備 え た 可 動 ミ ラ ー を試作し 、  その駆動実験

を行い 、低電圧での駆動が可能であ る こ と を確認

し ま し た [3]。 ま た 、  レーザ 一 光 を 可 動 ミ ラ ーに照射

す る こ と に よ り ミ ラー を偏向させる方式を考案し、

駆動のデモンス ト レー シ ョ ン を 行 い ま し た [4]。光方

式は、  動かす角度は小さいが、  配線が不要で非接

触で駆動で き る と い う 特長 を持ち 、 光で光 を制御

する全光学的素子への発展の可能性を持つていま

す 。

2.4 集積化技術

集積化は、  si を ベー ス と した他技術では実現す
る こ と が 困 難 で あ り 、  「光無線LA N用光源一体型
光 ビー ム制御素子」 における最大の特長で もあ り

ます。 こ れ ま で に マ イ ク ロ オ リ ガ ミ と L E D と を 集

積化した素子の設計を行う と と もに 、 2種類の素子

を作製するプロセスの検討を進め、  集積化素子を

実現 し ま し た ( 図 1 ) '5]。

3. お わ り に

ビー ム制御素子を化合物半導体で作製するこ と

を 可 能 と す る マ イ ク ロ オ リ ガ ミ 技 術 の 長 所 を 活 か

した発光素子、 受光素子、 ビー ム制御素子を集積

化したデバイスを実現する研究にっいて述べま し

た。  今後は、 集積度の向上に向けて個々の素子を

よ り 微 細 化 し て ゆ く 研 究 や -層の高速化、大容量
化 を め ざ し た 研 究 と と も に 、 マ イ ク ロ オ リ ガ ミ 技

術を他の多 く の分野に適用す る こ と を め ざ し た研

究も進めて行きたいと考えています。
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A T R 脳活動イ メ ー ジングセン夕は 2 0 0 0 年 7月にオープン し 、  5 年 が 経 と う と し て い ま す 。  その間、 ATR

内部の研究はもちろん、外部の研究機関にもご利用いただぃております。今回の 「脳 活 動 イ メ ー ジ ン グ セ
ン夕か ら」 ではこれまでの研究発表の実績にっいてご紹介します。
下図は利用者に対するアンケー ト に基づいて作成した 、  当セン夕利用の研究成果として発表された学術

論文ならびに口頭発表 ( ポ ス夕一 を含む)  の総数を発表年毎にまとめたものです。発表件数は年々増加し
てお り 、 2 0 0 5 年 3 月末現在でま と めた と こ ろ 、 論文は 7 0 件 、  またポス夕一を含む学会口頭発表は2 9 6件に

達しています 。  論文の中にはNatu r e  Ne u r o s c i e n c eあるいはNeu r o I m a g eのような脳イメ ー ジング研究界で高

く評価されている学術論文誌への掲載も增えてきています。

今後も、  多くの脳研究者と協力して成果を出していきたいと思つてお ります 。

ATR脳活動イメージングセンタ利用の研究成果発表状況

脳活動 イ メ ー ジングセンタ  正木 信夫

AT R脳活動イメ  ージングセンタが支援した研究の発表件数の推移

脳活動イメージングセンタ Q & A  コーナー
Q1 : f M R l の実験をこれから始めたいと思います。  A T R脳活動イメ ー ジングセンタの研究支援体制の

内容 を教え て く だ さ い。

A 1 : 4つの支援を行います。  (1)  研究の目的をするための打ち合わせを重ね、  具体的な実験計画を
提案します。  (2 )  実験計画に合わせて実験用の視聴覚刺激提示等のプログラムを作成します。

( 3 ) f MR I装置の操作をはじめとする実験実施を支援します。  (4) 目的に合つた分析を支援します。

実験計画提案 刺激作成  実験補助 分析支援

Q 2 : 具体的な相談をしたいと思います 。  手続きや料金等を含む詳しい資料の請求先を教えてくださ

い 〇

A 2 : A T R 脳活動イ メ ー ジ ン グ セ ン タ  (担当 : 中川) まで直接、電話やE - m a i 1でお間い合わせくださ
い。お待ちしてお ります 。  (TEL : 0774-95-2620, E-mai1: in fo@baic. jp ,URL:http://www.ba ic.jp/)
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特許紹介

$ 注 日 特 許 $
経営統括部 企画担当

知的財産担当

荒木 晃司

日本特許第3611509号 「知識共有促進システム」
出願日 : 2 0 0 0 年 7月 3日
発明者 : 角康之、竹内勇剛、間瀬健=、片桐恭弘
[発明の概要]

この発明は、  博物館の見学者や学会の参加者などのユーザの知識、  経験などの履歴情報を多数のユーザ

間で共有して他のューザ との出会い 、  よ り深い知識の共有や創造を支援するシステムであって、  自身の知
識や経験などが格納された携帯端末1 0 1 、 1 0 2を持つたューザ 1 、 2 がェー ジ ェ ン ト サ ロ ン に 近 づ い て く る と 、
各携帯端末101、  1 0 2 は大型ディスプレイ 2 0 と通信を行

側に伝え、  ディスプレイ 2 0 では各ユーザ1、

2 の ェー ジ ェ ン ト 1 1 、  1 2 が 表 示 さ れ る と 同

時に これ らの ェー ジ ェ ン ト 1 1 、 1 2 が デ イ ス

プレイ上でそれぞれの知識や経験を基にし

た擬似会話を行う。

[期待される効果]

この発明によれば、  デ イ ス プ レ イ 2 0 上 で

ユーザ1、  2の知識や経験に基づく擬似会話

って各ユーザ 1 、  2 の知識や経験をデ ィ スプレ イ 2 0

が行われるので、  そのデ ィ ス プ レ イ 2 0 上 で  _
の 会 話 を 見 る こ と に よ っ て 、 エー ジ ェ ン ト  (' 1
サ ロ ンの近 く  にいる多数のユーザ間でユー 、
ザ 1 、  2 の知識や経験を共有することができ、

ユーザ同士の出会いや知識交換を促進する

こ と が で き る 。

する。

[期待される効果]

本発明によれば 、  日本語を母国語とする

学習者が 、  英語などの外国語の発音練習を

日本語の五十音表の発音の拡張として練習

す る こ と に な る の で 、 効率的に外国語の母

音や子音の練習をする こ と がで き る 。

1i

3 0

2 0  1 0 0/ _

1 2

1 02.

1 0

日本特許第3621624号 「外国語学習装置、 外国語学習方法および媒体」
出願日 : 2 0 0 0年 3月 3 0日
発明者 :山田玲子、足立隆弘
[発明の概要]

この発明は、  音声認識技術を用いて外国語学習を効率的に行うこ とができる外国語学習装置を提供する

もので、  日本語の五十音表に学習対象の外国語、  例えば英語に特有な母音および子音を附加した拡張音表

を用意し、  この拡張音表を学習者に表示装置を用いて表示して学習者にその表示された拡張音表に従つた

発声を させ る と 共に 、  その学習者が発声した音声情報を音 :韻音声情報に分離し、  その分離された音韻音声

情幸長と予め用意したモデル音韻情報との一

致度を評価してその評価結果を表示装置に
100

表示して学習の成果の度合を学習者に提示

_ 1n
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組織整備について

平成 1 7 年 4 月 1 日付けで企画部 、総務部 、経理部 、連携推進部が経営統括部 ( 松岡茂登部長 ) に組織変

更されました 。

【変更前】

【変更後

*旧総務部と旧経理部が統合し  「総務 ・ 財務担当」 にな り ま した 。

ATR  フェロー

A T R フ ェ ローは、 A T Rが世界に誇る研究者に贈られる称号です。  2 0 0 5年 3月2 9日付

けで、 A T R フェロ一第 2号に前A T R音声言語コ ミ ュニケー シ ョン研究所長山本誠一氏

(現同研究所招聘研究員)  が選任されました 。

山本A T R フ ェ ローは、  1997年、 ㈱ エ イ  ・ テ ィ  ・ アール音声翻訳通信研究所の代表取

締役社長として赴任以来今日に至るまで、  A T Rにおける音声翻訳技術の研究開発を主

導し 、  なかでも音声言語処理の研究開発と研究プログラム推進に様々な業績をあげま

した。大規模コーパス と機械学習に基づくコーパスベー ス音声翻訳方式を提唱し、  音

声翻訳技術の多言語化および広範囲な ド メ  イ ン (話題) への拡張を可能とする音声翻訳技術の研究開発を

推進しました。更に、関西国際空港などの実使用環境でコーパスベー ス に よ る 日英 ・ 日中音声翻訳シ ス テ

ム の 評 価試験 と デ ー タ収集を実施し、  実使用環境で利用可能となるまで音声翻訳技術の性能を向上させま

した。

対外的にも、  これらの実績に基づき、  音声翻訳技術の国際的な研究コンソー シア ムであ る C-S T A R に よ る
研究協力、 更には日中韓の3カ国による共同研究開発のコーパスベー ス音声翻訳技術の研究への転換を指導

す る と 共に 、  数々のコーパスベー ス音声翻訳技術に関する特別セッションの企画・運営、  更には音声翻訳技

術に関する国際ワー ク シ ョ ッ プ IwsL Tを創立し組織委員長を務めるなど、  国際的な音声翻訳技術の研究活
動をコーパスベースの理念で先導し、  ATRの音声翻訳技術分野における coE と しての地位を固めました 。
こ れ ら の功績に よ り 、  候補者は E U が進める IcTの基盤研究である cH I Lの外部評価委員を始め数多くの
研究機関の外部評価委員を務めると共に、  I E E E フェロー、 電子情報通信学会フェローに選任されています。
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A T Rセ ミナー

AT R  グループ企業情報

株式会社ATR-Promot i ons
平成 1 6年 1 1月  1 日 ATRビル内にATRが10 0 %出資した株式会社ATR-P r om o t i o n s  ( 代表取締役社長平川

邦昭)  が新たに設立されました。  <URL:h t tp ://www.atr-p.c o m >

A T R-P r om o t i o n sは、ATRのこれまでの研究成果の製造 ・ 販売 ・ 技術移転等の成果展開の支援、あるいは
最新の研究成果の紹介を行 う こ と に よ り 、 A T R の研究成果の普及を加速させる こ と を主な目的 と していま

す。具体的には、①電気通信の関連技術の成果展開、②起業支援、③研修、セミナー、 コ ン サ ル テ ィ ン グ

その他の技術普及に関する企画と実施等を行います。  今後、 ATR-Promot i on sを通じて、 事業化の ノ ウ ハ ウ

の蓄積、  事業基盤の確立を行いつつ、  研究成果の種類や市場動向あるいはその規模に応じたべンチャ一企

業を逐次設立し、  成果支援会社として事業を拡大していきます。

設立と同時に、  日本郵政公社の 「ゆ う パ ッ ク  I を通じて小型ヒュ

e-M ver.2
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ATR-Promot ionsは、 A T Rで研究開発された技術や今

後の技術動向に関して、  ATR ーセ ミ ナー を順次開催して

お り 、 第 1 回 セ ミ ナー ( 平成 1 7 年 1月 1 4 日 : 東京国際
フ ォ ー ラ ム ) で は 「ネ ッ ト ワー ク ロ ボ ッ ト の 未 来」 (知
能 ロ ボ テ ィ ク ス 研 究所長 ・ 萩 田 紀博講師 )  と 題 し て 将

来の高度 IcT 社 会 を 担 う 技 術 と し て 注目 を 集 め て い る
ネ ッ ト ワ ー ク ロ ボ ッ ト 技 術 を 、 第 2 回 セ ミ ナー (平成

1 7 年 3 月 1 1 日 : 束京経団連会館 ) では 「将来のユビキ
タス社会を支える高機能アンテナの研究開発」 (波動工
学研究所長 ・ 大平孝講師)  と 題 し てユビキ タ ス社会を

支え るハー ド ウ ェ ア と し て の高機能ア ン テ ナ技術 を紹

介 し ま し た 。  ま た 第 3 回 セ ミ ナ ー ( 平 成 1 7 年 5 月 2 3

日 : 大阪国際会議場)  は 「音声翻訳シ ス テ ムに よ る コ
ミ ュ ニ ケー シ ョ ン 一英語圏や中国での会話はどの程度可能か? 一」 (前音声言語コ ミ ュ ニ ケー シ ョ ン研究所
長 ・ 山本誠一 講師)  と題して音声翻訳技術の現状にっいて解説する予定です。  ご期待下さい 。

株式会社 A T R-Robo t i  c s
平成 1 7年 1月  14 日 ATRビル内にATR-Promot i onsが100%出資した株式会社ATR-Robo t i c s  (代表取締役社長

大山マリ子 )  が、  一連のべンチャ 一企業の第一号として設立されました。  <URL:h t tp ://www.atr-robo .com>
A T R-R o b o t i c sは A T Rの最先端ロボット技術を基に商品化開発を行い、  自 ら 広 く 販 売 す る こ と に よ り A T R
の技術の一般市場への展開を図 り ます。

ー マ ノ イ ド ロ ボ ッ ト 組 立 キ ッ ト

「Robov ie-M S」 と 「Robovie-M v e r .2」
(製造元 : ヴ ィ ス ト ン 株式会社 )  の
販売を開始し、  好評を博 し てい ま

す。
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所員往来/

平成1 6年 1 0月  1 日から平成 1 7年 3月 3 1  日までの所員往来

採用年月日 A T R所属 氏 名

刀根 規久男

佐々木 敬彦

WILS〇N,Amanda

安部 伸治

宮本 孝典

大山 マ リ 子

神谷  之康

S〇,Ude11

N〇〇RANI ,Ansa  Benazeer Saira

岩井 誠人

C〇URNAPEAU,Dav id  Emmanue1

CHEKH〇VSKIY,Aleksandr

G〇WRISHANKAR,Ganesh

木村 法幸

石井 ヵルロス寿憲

吉田  順自

2004.10.1

2004.10.1

2004.10.1

2004.10.1

2004.10.1

2004.10.1

2004.10.1

2004.10.18

2004.10.20

2004.12.1

2004.12.1

2004.12.7

2004.12.13

2005.1 .1

2005.1.4

2005.1 .16

技 術 リェゾンセン夕担当部長  (技術開発 ・ 支援)

波動工学研究所 研究員

人間情報科学研究所 研究員

知能ロボテ ィ ク ス研究所  主幹研究員

知能ロボテ ィ ク ス研究所  主幹研究員

知能ロボテ ィ ク ス研究所  研究技術員

月凶情報研究所 研究員

脳情報研究所 研究技術員

知能ロボティ クス研究所  研究員

適応 コ ミ ュ ニ ケー シ ョン研究所  スマー ト ネ ッ ト ヮ ー ク研究室 室長

メデ ィア情報学研究所研究技術員

波動工学研究所 研究員

脳情報研究所 研究員

音声言語コ ミ ュニケーシ ョ ン研究所  研究技術員

知能ロボティ クス研究所  研究員

波動工学研究所 研究員

退職年月日 氏 名 A T R所属

2004.10.31

2004.11.30

2004.12.9

2004.12.24

2005.1 .31

2005.3.10

2005.3.25

2005.3.30

2005.3.30

2005.3.30

2005.3.30

2005.3.30

2005.3.31

2005.3.31

2005 .3.31

2005.3.31

2005.3.31

2005.3.31

2005.3.31

2005.3.31

2005.3.31

S〇〇NG,Frank Kao-Ping
田中  信介

HAQ,Mohammad  Aminu1

江川  純雄

小宮山 牧兒

B〇RDIM,  Jacir Luiz

CHAMINADE,Th ier ry  Frederic Noe1

LEN〇BLE,Math ieu PierTe

BRIEND,V ic to r

PENC〇LE,Mickae lMaur ice Dan ie lYann

WANG,Ha i l ong

KREMER,Char l e s-Alexandre Marie-Joseph
山本  誠一

山本 正純

新延  清

片岡  昌明

森島 利之

萩原 尚

友澤 禎二

秋葉  泰弘

下畑  光夫

音声言語コミュニケー ション研究所

適応 コ ミ ュ ニ ケ ー ション研究所  スマー ト ネ ッ ト ワー ク研究室 室長

適応 コ ミ ュ ニ ケーシ ョン研究所

適応 コ ミ ュ ニ ケー ション研究所

波動工学研究所 所長

適応 コ ミ ュ ニ ケー ション研究所

脳情報研究所

波動工学研究所

波動工学研究所

波動工学研究所

波動工学研究所

波動工学研究所

音 声 言 語 コ ミ ュ ニ ケ ーション研究所  所長

企画部 担当課長 (知的財産 )

企画部 担当課長 ( グループ企業支援)

総務部  担当課長 (総務 )

総務部  主査 (人事 )

経理部 担当課長 ( 会計 - 税務)
経理部  社 員 ( 会 計 ・ 税務)

音声言語コ ミ ュニケー シ ョン研究所

音声言語コ ミ ュニケーシ ョン研究所
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退職年月日 氏 名

RA INER ,G r u hn

李 小兵

PAIK,Kyonghee

岩井 誠人

張 兵

植田  哲郎

飯草  恭一

樋口  啓介

久保田 和芳

平田  明史

清水  達也

村野  恵美

高 田  智子

S〇LVANG Harry

WILS〇N,Amanda

字和 伸明

林 秀彦

松宮 一道

小野 直亮

小林 裕一

AT R所属

音声言語コ ミ ュニケー ション研究所

音声言語コ ミュニケー ション研究所

音声言語コミュニケーション研究所

適応コ ミ ュ ニ ケー シ ョン研究所  ス マ ー ト ネ ッ ト ワー ク 研 究 室  室長

適応 コ ミ ュ ニ ケー シ ョン研究所

適応コ ミ ュニケー シ ョン研究所

波動工学研究所

波動工学研究所

波動工学研究所

波動工学研究所

波動工学研究所

人間情報科学研究所

人間情報科学研究所

人間情報科学研究所

人間情報科学研究所

人間情報科学研究所

人間情報科学研究所

人間情報科学研究所

ネ ッ ト ワー ク情報学研究所

メデ ィア情報科学研究所

2005.3.31

2005.3.31

2005.3.31

2005.3.31

2005.3.31

2005.3.31

2005.3.31

2005.3.31

2005.3.31

2005.3.31

2005.3.31

2005.3.31

2005.3.31

2005.3.31

2005.3.31

2005.3.31

2005.3.31

2005.3.31

2005.3.31

2005.3.31

受 賞 等

2004年9月以降

年 月 学 会 ・ 賞 名 等 受 賞 者 受 賞 対 象

2004/9/24 I EEE  VTS  Japan

研究活動奨励賞

「Admission Control and Simple Class
Based QoS Provisioning for mobile A d  hoc
network」

Mohammad AminulHaq

2004/10/13
A CM  Mult imedia

Best Paper Award

大島 千佳

西本  一 志

鈴木  雅実

Family Ensemb l e :A  co11aborative Musica1

Edutainment System for Children and Parents

2004/11/18
日本臨床神経生理学会

奨励論文賞

川人 光男

大須理英子

大高 洋平

効果器の変化に対する人の適応一力制

御課題中の筋へ電気刺激を外乱として

用いて一

2004/12/3
情報処理学会 関西支部

学生奨励賞
田近  太一

ヒ ューマ ノ イ  ドの触角を用いた人間の

特徴的動作の抽出

2004/12/16
日本音響学会 関西支部

関西支部若手奨励賞
能田由紀子 発話に関する能領域にっい て

2005/3/28
( 社 )電子情報通信学会

エ レ ク ト ロ ニ ク ス ソ サ イェテ ィ 賞
大平 孝

衛星搭載用ウェフ ァ スケールGaAsMMIC

の開発
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編集後記
今回は平成 1 7 年 3 月 末 を も っ て 終了 し た N IcT民間基盤技術研究促進制度によ
る 研究プ ロ ジ ェ ク ト  「自律分散型無線ネッ ト ヮー クの研究開発」 の特集を組みま
し た 。 こ の プ ロ ジ ェ ク ト は ァ ド ホ ッ ク ネ ッ ト ヮー ク か らェスパアンテナ、光無線

L A N 用デバ イ スに至 る まで幅広い領域をカバー しており 、昨今現実味を帯びて

き たュビキ夕ス社会を支えるハー ド ウェア技術の基盤となる成果が産み出されま
した 。本特集でご紹介できたのはその一部にすぎませんが、  A T R発の製品 ・ シ

ステム - サー ビスが世の中に早く登場するように今後の展開が待たれます。
A T Rは来年で2 0周年を迎えますが、  その間A T R を取 り巻 く環境は大きく変化

しており 、  一層の経営努力が求められています。  今回の管理部門の組織整備もそ

の一環でス リ ム化を図 り A T R の研究者に と って よ り魅了的な研究環境を引き続

き整備し、  さ らに多 くの優れた研究成果を創出するよ う努力していきます 。

本特集を組むにあたりぉ忙しぃ中ゲス ト執筆を快くぉ引き受けぃただぃた間瀬

先生に深謝いたします。

長

員委

集

集

編

編

編 集 ス 夕 ツ フ

松岡

古川

若井

古川

茂登

洋子

浩

洋子

経営続括部  山幡章司

帆前加奈子、宮本  安隆、山幡  章司、

帆前加奈子、宮本  安隆 、山幡  章司

ATR J o u r n a l第 5 3号  2 0 0 5年 5月1 0日発行

●発行 ・ 編 集

● 製  作

株式会社 国際電気通信基礎技術研究所

〒6 1 9-0288
「けぃはんな学研都市」 光台二丁目2番地2

(京都府相楽郡精華町)

( 0 7 7 4 ) 9 5 1 1 1 1 ( 大代表 )

有限会社 ト ー タルマ ツ プ

本誌記事の無断転載を禁じます。

〇2005 (株 )国際電気通信基礎技術研究所



国際電気通信基礎技術研究所のご紹介

国際電気通信基礎技術研究所は電気通信分野に

おける基礎的 ・独創的研究の一大拠点 と して内外

に 開 か れ た 研 究 所 を 設 立 す る 構 想 の も と に 産 ・

学 ・ 官 の幅広い ご支援 をいただ き昭和 6 1 年  (1986

年 ) 3 月に設立いたしま した 。

大阪市内での3年間の暫定研究所を経て、  平 成

元年  ( 1 9 8 9年 )  4月関西文化学術研究都市の中核

的施設として本研究所を開所いたしました。

発足以来、基盤技術研究促進センタ ー ( K Tc) お
よび多くの民間企業から各研究開発会社への出資
に支えられて研究活動を行つてきました。

平成 1 3 年度  ( 2 0 01年度)  下期か らは通信 ・放送

機 構 ( 現 ・ 情報通信研究機構)  に新設された通信 ・

放送基盤技術に関する試験研究の促進制度に基づ

く委託研究等によ り研究資金を得て、 2 1 世紀を拓

く 電気通信分野の基礎的独創的研究開発を積極的

に推進しています。

政府

ATR

研究プロジェクト

言 声 配コミュニケーション研究所

適応コ ミュニケーション研究所

民 波 動 ェ 学 研 究 所
要 j 人 間 情 報 科 学 研 究 所
基 研究委託 ネ ッ ト ヮ ー ク 情 報 学 研 究 所

脳 情 報 研 究 所

メ デ ィ ア 情 報 科 学 研 究 所

知 能 ロ ポ テ ィ ク ス 研 究 所

◆成果

官

流文

発表 特 許 ソ フ ト ウェア データペース

ATR ホームページ
http://www.atr.jp
お役に立つ様々な情報を公開しています。

今後も随時拡充していきますので 、皆様のアクセスをお待ちしてお ります 。

※ 2 0 0 4 年 1 月 1 日 よ り A T R の ド メ イ ン ネ ー ムを 「atr .co.jp」 か ら 「atr .jp」へ変更いたしま した 。
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ATR ジャーナル担当宛

ご連絡内容 (いずれかに印をお願いします。)

口送付先変更連絡

TEL
FAX
E-mail

口ご意見、ご要望等

( 0 7 7 4 ) 9 5 1 1 8 3
( 0 7 7 4 ) 9 5 1 1 7 8
editor@atr.jp

ATR ジャーナルの送付先変更等をお寄せ下さる場合には、 下記にご記入の上、 FAx等でご送付下さい。

送

付

先

変 更 後 変 更 前 変更事由

フ リ ガ ナ

お 名 前
口人事異動

口住所変更

口その他送 り 先

会 社 名

部 署 名

役 職 名

Te1/Fax

E-mai1

ご意見ご要望
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